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　電子帳簿保存法とは、一定の要件を満たした上で、国税関係の帳簿類や証憑類の全部、または一部を電子データで保存することを認めた法律です。この法律が改正され令和4年1月1日に施行されます。

事前承認制度の廃止	
　電子帳簿等保存（電子的に作成した帳簿・書類をデータのまま保存）したときや、スキャナ保存（紙で受領･作成した書類を画像データで保存）した場合には、税務署長の事前承認が必要でしたが、事前承認は不要とされました。


電子帳簿の保存要件が緩和されました
　改正前は、信頼性の高いシステムしか認めていませんでしたが、以下の要件を満たせば、電子帳簿での保存が可能となりました。
・正規の簿記の原則（一般的には複式簿記）に従って記録されるもの
・システム関係書類（システム概要書、操作説明書等）の備付
・電子計算機、プリンタ等の操作マニュアルを備付、画面に出力できる状態にする
・税務職員による国税関係帳簿書類データのダウンロードの求めに応じること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

タイムスタンプ要件等の緩和
　受領者本人が電子化する場合には自署の上、３営業日以内にタイムスタンプ（認定タイムスタンプ局から付与される、ある時刻にその電子データが存在していたことと、それ以降改ざんされていないことを証明するもの）を付与する必要がありました。改正後は、署名が不要となり、タイムスタンプの付与期間が最長約２か月と概ね７営業日以内と延長されました。
　又、電子データの訂正・削除をしたことの事実及び内容を確認できるシステムであれば、タイムスタンプ付与に代わり、クラウド等での保存対応が可能になりました。




